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歳入・歳出に30億4200万円余を追加
主な内容
●低所得世帯支援給付金　　　　　        23億5200万円
　対象世帯に7万円給付
　住民税非課税世帯など・住民税均等割のみ課税世帯
　　→2月上旬給付
　家計急変世帯→2月上旬申請受付開始
●子育て世帯サポート給付金　              2億7500万円
　児童扶養手当受給・市民税非課税・児童育成手当・
　就学援助・生活保護受給世帯　子ども1人5万円
　2月上旬プッシュ型給付（申請不要の給付）開始予定
●市内事業者物価高騰支援　              3億円

　東京都人事委員会勧告にもとづき、市議会議員の期末手
当を0.1か月分引き上げる条例改正。物価高騰の影響が市
民生活を圧迫しており、調布市特別職報酬等審議会は、議
員を含む特別職の月々の報酬について据え置きが妥当だとの
結論を示している。調布市議会議員の報酬は近隣自治体と
比較しても十分な水準を満たしており、今のタイミングでの期
末手当引上げは妥当ではない。

歳入・歳出に10億3200万円余を追加
主な内容
●2022年度繰越金から各基金への積立金
●18歳までの医療費不足分　             3億1000万円余
●学童クラブの基本給増額・加配増員　      2700万円余
●多様な他者との関わりの機会創出事業費
　（保育園1園・幼稚園2園分）             1700万円余
　保︓主に0～2歳児・週1～5回x2か月以上
　幼︓主に2歳児・週1～2回x2か月以上
　予約制、決まった曜日に預かりなど
　日額2,200円、利用月額上限44,000円まで
●ナラ枯れ対策                      5300万円

調布市議会議員の議員報酬及び
費用弁償に関する条例の一部改正に反対

◆条例改正

　補正予算第3、4号の歳入と担当所管の歳出を審査。
特に、債務負担行為*が設定された第四中学校・若葉
小学校と図書館若葉分館のPFI事業費134億円につい
て細かく審査した。国・都補助金11億円余以外は市の
一般財源や公共施設整備基金、市債でまかなう。事業
者の資金調達も見込んでおり、それにともなって発生する
利息分も11億円含まれる。
　人口が減少する中、小中学校の校舎はもちろん、公共
施設の建替えはこれから大きな財政負担となる。設計・
建設から管理まで民間に委託するPFIは財政負担軽減
につながる魅力的な手法とされているが、費用負担が減る
分、私たち市民は何を失うのかよく見極める必要がある。
特に子どもたちの学びの場である校舎において、質の低下
は許されないので、今後も注視していく。

*債務負担行為とは、ある事業が単年度で
は終わらず、次年度以降も支出する必要が
ある場合に、前もって先の年度の支出分
（＝債務）を確保することを予算で決めておくこと

◆総務委員会

◆陳情
●第15号 再審法の改正を求める陳情（採択）  
   審議結果︓審議未了（廃案） 
●第16号 生活道路としての野ヶ谷通りの安心安全を
   求める陳情（採択）  
   審議結果︓趣旨採択
●第17号 調布市情報公開情報の電子データによる
   提供を求める陳情（採択） 
   審議結果︓不採択
●第18号 「調布市議会議員の政治倫理に
   関する規準等を定める規程」の見直しの
   検討を求める陳情（採択）
   審議結果︓不採択
●第19号 「議長へのはがき」に対する回答に関する陳情（採択）
   審議結果︓不採択

◆意見書
　「有機フッ素化合物(PFAS)の汚染原因究明と対策を求め
る意見書」および「こども関連業務従事者の性犯罪歴等確認
の仕組み（日本版DBS）の充実を求める意見書」を提案し、
いずれも全会一致で可決した。PFASの対策を求める意見書
は2020年に一度否決されたが、議会内でも健康や環境への
影響の深刻さが共有されつつあると感じている。
　「脱炭素と再生可能エネルギーへの転換の加速
を求める意見書」は残念ながら賛成少数で否決。
気候危機対策は待ったなしであり、脱原発、化石
燃料からの脱却、再エネへの転換が急務だ。エネルギー基本
計画の見直しが必要であることを、これからも訴えていく。
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その他の条例改正（全会一致で可決）
●深大寺南町第2市民農園・多摩川市民農園の廃止
●深大寺南町第3・東つつじケ丘市民農園の開設
●国領駅北ふれあいの家廃止、あくろすで管理
●国民健康保険税の産前産後期間の免除など
●2023～2025年度の都市計画税率0.24%に据え置き
●市職員の給与および勤勉手当の引き上げ

薬を塗布したナラの木


